
【令和６年度】 重点支援地方交付金事業の実施状況及び効果検証 推奨事業メニュー
総事業費 実施期間
（決算額） 臨時交付金 その他 一般財源 事業開始 事業終了

① エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた
生活者等に対し、商品券を配布することで家計の支援
を行うもの。

② 委託料（商品券交換費用、印刷製本費、事務費等）
送料（送料、ラベル印字、梱包封緘）

③ 町内全世帯

① 令和6年4月1日以降に出生した子を養育する父又は母に
対し、子育てに係る生活支援をするため給付金を支給
し、経済的負担を軽減する。

② 出生児1人につき100,000円の定額給付金

③ R6.4.1〜R7.3.31に出生し、本町で住民登録された子を
養育する父又は母で、R6.4.1時点で住民登録があり、申
請日まで引き続き住民登録をしている者

① 社会福祉サービスの継続した提供のため、原油及び物
価の高騰により運営がひっ迫している社会福祉サービ
ス事業者に対し支援金を交付する。

② 対象施設への給付金

③ 社会福祉施設事業者 13箇所

① 飼料価格が高騰し、畜産経営に影響が出てきている。
所得の減少が見込まれる畜産農家の経営を支援する。
(1経営体当たり上限100万円)

② 肥育牛：50頭、繁殖牛：555頭、乳用牛922頭

③ 町内で畜産経営を営む農家

① 燃料価格高騰の影響を受けた町内の運送事業者に対し
高騰分の支援を行い、負担の軽減を図る。

② 対象事業者の燃料価格高騰分支援にかかる経費

③ 道路運送事業等を営む法人又は個人事業主

① 住民サービス維持の観点から利用料への転嫁が困難な
公共施設の指定管理者の負担が増大していることか
ら、電気料金の高騰分の支援を行い、負担の軽減を図

② 実績使用量（kWh）*支援単価
 ・４月：75,110*2.5＝187,775円
 ・５月：72,065*4.2＝302,673円
 ・６月：77,300*6.0＝463,800円
 ・７月：81,963*6.0＝491,778円
 ・８月：91,693*2.0＝183,386円
 ・９月：85,454*2.0＝170,908円
 ・10月：72,608*3.5＝254,128円
 ・11月：71,682*6.0＝430,092円
 ・12月：76,418*6.0＝458,508円
 ○対象期間計   2,943,048円
  改め      2,943,000円③ 町内の公共施設の指定管理者

① 昨今の原油高騰を受け、高校受験を控える中学３年生
に対し、灯油等の暖房用燃料費を補助し、受験を控え
た子育て世帯を支援する。

② 冬期間の原油価格高騰分の定額補助（10,000円）

③ 高校受験を控える子どものいる家庭の保護者

44,377 37,721 0 6,656

No. 事業名称
事業概要 左の財源内訳

事業の効果（実績）
（①目的・効果 ②経費の内容 ③事業の対象）

0 0 R7.02.13 R7.03.28
物価高騰に直面する社会福祉
施設事業者の負担軽減を図る
ことができた。

3 社会福祉施設物価高騰対応助成金

3,600 3,600

33 R7.02.13 R7.03.25
物価高騰に直面する畜産経営
を営む農家の負担軽減を図る
ことができた。

5 運送事業者燃料価格高騰対策事業対
応助成金

4,530 4,500

4 配合飼料高騰対策助成金

7,833 7,800 0

7 がんばる受験生応援事業補助金

560 560

6 公共施設電気料高騰対策事業助成金

2,943 2,900

0 0 R7.02.13 R7.02.25
物価高騰に直面する低所得者
世帯の負担軽減を図ることが
できた。

43 R7.03.10 R7.03.25
物価高騰に直面する公共施設
の指定管理者の負担軽減を図
ることができた。

0

1 新生児特別定額給付金事業

22,511 16,061

0 30 R7.02.19 R7.03.25
物価高騰に直面する運送事業
者の負担軽減を図ることがで
きた。

物価高騰に直面する子育て世
帯の負担軽減を図ることがで
きた。

2 地元支援商品券事業

2,400 2,300 0 100 R6.06.27 R7.03.31

0 6,450 R6.09.10 R7.03.10

物価高騰に直面する町内の事
業者支援を支援するととも
に、地域振興を図ることがで
きた。


